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東京高等裁判所平成二〇年（う）第二七四七号、業務妨害被告事件、平成二一年三月一二日第二刑事部判決、控訴棄却（確定） 、高刑集六二巻一号二一頁、東京高等裁判所判決時報（刑事）六〇巻三九頁、判例タイムズ一三〇四号三〇二頁
【事実の概要】被告人は、平成二〇年七月二六日、茨城県内の自宅において、パーソナルコンピュータを操作して、インターネット掲示板に、
そのような意図がないにもかかわらず、同日から一週間以内に東日本旅客鉄道株式会社土浦駅において無差別殺人を実行する旨の虚構の殺人事件の実行を予告し、これを不特定多数の者に閲覧させ、同掲示板を閲覧した者からの通報を介して、同県警察本部の担当者らをして、勤務中の土浦警察署職員らに対し、そ 旨伝達させ、同月二七日午前七時頃から翌二八日午後七時頃までの間、
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伝達を受理した同署職員八名をして、土浦駅構内およびその周辺等への出動、警戒等の徒労の業務に従事させ、その間、同人らをして、被告人の予告さえ存在しなければ遂行されたはずの警ら、立番業務その他の業務の遂行を困難ならしめ、もって偽計を用いて人の業務を妨害した。
第一審の水戸地裁土浦支部判決（平成二〇年一一月一〇日）は偽計業務妨害罪（刑法二三三条）の成立を認め、被告人を懲役一
年六月執行猶予三年に処した。これに対して、弁護人が、①本件妨害対象の警察官らの職務は「強制力を 使する権力的公務」であり、同罪の「業務」に該当 ない、②被告人の行為は軽犯罪法一条三一号の「悪戯など」に該当するにとどまる、旨主張 て控訴した。【判
　
旨】
「上記警察官らの職務が業務妨害罪（刑法二三四条の罪をも含めて、以下『本罪』という。 ）にいう『業務』に該当するとした原判決の法令解釈は正当であ」る。「すなわち、最近の最高裁判例において、 『強制力を行使する権力的公務』が本罪にいう業務に当たらな とされているのは、暴行・脅迫に至らない程度の威力や偽計による妨害行為は強制力によって排除し得るからなのである。本件の うに 警察に対して犯罪予告の虚偽通報がなされた場合（インターネット掲示板を通じて 間接的通報も直接的一一〇番通報と同視できる。 ） 、警察においては、直ちにその虚偽であることを看破できない限りは、これ 対応する徒労の出動・警戒を余儀なくさせられる であり、その結果として、虚偽通報さえ け ば遂行されたはずの本来の警察の公務（業務）が妨害される（遂行が困難ならしめられる）のである。妨害された本来の警察の公務の中に、仮に逮捕状による逮捕等 強制力を付与 れた権力的公務が含まれていたとしても、その強制力は、本件のような虚偽通報による妨害行為に対して行使し得る段階には く こ ような妨害行為を排除する働きを有しない である。したがって、本件において、妨害され 警察の公務（ ）は、強制力を付与された権力 ものを含めて、
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その全体が、本罪による保護の対象になると解するのが相当である（最高裁昭和六二年三月一二日第一小法廷決定・刑集四一巻二号一四〇頁も、妨害の対象となった職務は、 『なんら被告人らに対して強制力を行使する権力的公務ではないのであるから、 』威力業務妨害罪にいう『業務』 当たる旨判示しており、上記のような解釈が当然の前提にされているものと思われる。 ） 」 。
弁護人控訴趣意①について、 「警察官の職務に一般的に強制力を行使するものが含まれるとしても、本件のような妨害との関係で
は、その強制力によってこれを排除できず、本罪による保護が必要であることは上述したとおりであって、警察官の職務に上記のようなものが含まれているからといって、これを除外した警察官の職務のみが本罪 よる保護の対象 なると解する は相当ではない。 なお 所論の引用す 最高裁昭和二六年七月一八日大法廷判決 ・ 刑集五巻八号一四九一頁は本件と事案を異にするもの ある」 。
弁護人控訴趣意②について、 「軽犯罪法一条三一号は刑法二三三条、二三四条及び九五条（本罪及び公務執行妨害罪）の補充規定
であり、 軽犯罪法一条三一号違反の が成立し得る は、 本罪等が成立しないような違法性の程度の低い場合に限られると解される。これを本件につ てみると、被告人は、不特定多数の者が閲覧す インターネット上の掲示板に無差別殺人という重大な犯罪を実行する趣旨と解される書き込みをしたものであること、このよう 重大 犯罪の予告である以上、それが警察に通報され、警察が相応の対応を余儀なくされることが予見できることなどに照らし 被告人の本件行為は、そ 違法性 高く、 『悪戯など』ではなく『偽計』による本罪に該当す もの 解される」 。【判例研究】一
　
本件は、インターネット上での虚構の犯行予告に関して、警察の公務に対する偽計業務妨害罪
（刑法二三三条）
の成立を認めたものであるが、妨害された公務が刑 二三 条後段 「業務」にあたるのか否か、これを積極に解する場合に、本件行為により警察の業務を「妨害した」といえるのか否か、 して の点 も関連するが、本件行為
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が軽犯罪法一条三一号の業務妨害罪にとどまらないのか、の各点が問題になると思われる
）（
（
。
二
　
業務妨害罪における「業務」の中に「公務」も含まれるのか。この点について、判例において変遷があった
が
）（
（
、 最決昭和六二年三月一二日刑集四一巻二号一四〇頁が、 「強制力を行使する権力的公務」 か否かで公務を二分し、 「強
制力を行使する権力的公務」以外の公務を の「業務」に含めるという立場を示
し
）（
（
、一方で、公務執行妨害
罪の「職務」については限定しない
）（
（
判例の立場
（限定積極説・強制力説）
が固まったといえる
）（
（
。
しかし、その後、警察等への虚偽の通報・虚構の犯行予告により、一見したところ、あるいは、一般 抽象的にみ
れば、 「強制力を行使する権力的公務」と えるようにも思われる公務の執行を偽計により妨害した場合
（以下、この
ような場合を 虚偽通報事例 と呼ぶ。 ）
に業務妨害罪の成否が問題となり、積極に解する下級審の判断が集積してきて
いる。す わち、 （ア）七回にわたり内容虚偽の火災通報または救急通報を行い、通報 応じて出動した消防部隊または救急隊職員をして徒労の業 を行わせ、その間、正常な各業務の遂行を困難ならしめたという事案で、東京地判平成一一年一二月一〇日研修六四九号一三頁は 「消防部隊及び救急隊 出動活動は、それ自体強制力を行使する権力的公務と 考え難」く、刑法二三三条の業務に該当するとし、偽計業務妨害罪の成立を認め、 （イ）ホームページを閲覧した者が同所に表示された爆弾様 印 クリックすると自動的に 一〇番通報されるシステムを設定し、情を知らないホームページ閲覧者をして七九回にわたり 一〇番通報を行わせ、その間、警察 通信指令業 遂 困難ならしめたという事案で、東京地判平成一 年一一月 六日研修六四九号一四頁は偽計業務妨害罪の成立を認 、（ウ）国籍不明の外国人が江の島付近海域に不法入国した旨虚偽の犯罪事実を通報し、海上保安庁の巡視船艇等を出
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動させ、周辺海域を捜索させる等の徒労の業務を行わせ、その間、本来の業務の遂行を困難にしたという事案で、横浜地判平成一四年九月五日判例タイムズ一一四〇号二八〇頁は偽計業務妨害罪の成立を認め、 （エ）自動車盗難の被害に遭った旨の虚偽の被害届を警察に提出し、それに基づき盗難車両として全国手配させ、後日、自動車警ら隊員らをして、発見された当該車両運転手らに対する職務質問・任意同行・事情聴取・各種照会手続等の徒労の業務を行わせ、その間、虚偽の被害届が出されなければ遂行できたはずの機動警ら業務・出動待機業務・相談受付業務等の各業務の遂行を困難ならしめたという事案で、名古屋簡判平成一六年四月二八日警察公論六〇巻一号八一頁は偽計業務妨害罪の成立を認め、 （オ）本判決よりも後に下さ た 決 あ が インターネット掲示板に繁華街で無差別殺人を行う旨の書き込み し 掲示板閲覧者からの通報を受理した警察官らに 週間 わたり犯 予告場所の警戒活動等に従事させ、正常な業務の遂行に支障を生じさせたという事案で、大阪地判平成二一年五月一九日判例タイムズ一三二七号二八二頁
）（
（
も偽計業務妨害罪の成立を認めている。
本判決も虚偽通報事例に関するこれらの下級審の判断に一事例を加えるものではあるが、これまでは地裁レベルの
判断であったのに対して、本判決が高裁の判断であること そして、ほぼその結論を示すにとどまっていたこれまでの判決と比べて、本判決が積極判断 理由を詳しく判示している点において まず注目されてよいと思われる。
三
　
本判決は、公務と業務の関係につきどのような立場に立ち、偽計業務妨害罪の成立を認めたものであろうか。
威力による妨害の場合には限定積極説に立ちつつも、 「強制力は偽計に対しては無力だと解されるから、偽計業務妨害罪については、積極説を採る」とする修正積極
説
）（
（
も近時有力であり、この見解との関係も問題となろう。しかし、
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①本判決が、 「最近の最高裁判例において、 『強制力を行使する権力的公務』が本罪にいう業務に当たらないとされているのは……」として、判例の立場をその立論の出発点にしていること、②その判示に続けて、 「……威力や
偽計に
000
よる妨害行為
000000
は強制力によって
排除し得る
00000
から」と述べ、 「偽計による」妨害行為でも「強制力によって排除し得る」
場合、すなわち、業務妨害罪による保護を要せず、その「業務」から除外され 公務を想定していると考えられ
る
）（
（
こ
とから、本判決は、修正積極説とは一線を画していると考えられる。
①の点につき少し補足すると、最大判昭和四一年一一月三〇日刑集二〇巻九号一〇七六頁は、かつて「偽計」業務
妨害罪の成立を否定した大判大 四年五月二 日刑録二一輯六六三頁
（教育勅語謄本隠匿事件）
が最判昭和三五年一一
月一八日刑集一四巻一三号一七一三頁によりこれに反する限度で変更され い と判示し、判例変更を明確に おり、そのことから、これら最高裁昭和 五年判決、最高裁昭和四 年大法廷判決で示された業務妨害罪に関して公務を二分する判断は、偽計業務妨害の事案にも及ぶと考えるべきであり、また、偽計と威力双方の手段を用いて公務を妨害した事案に関する最決平成一二年二月一七日刑集五四巻二号三八頁が、威力と偽計とで区別せずに、 「強制力行使する権力的公務」か否 という観点から業務妨害罪の成立を認めており、したがって、判例は、威力の場合と偽計の場合とで「業務」 含まれる公務の範囲を異なって解釈する 場には立っていないとみるべき あろう。
しかし、その一方で、本判決は「妨害された本来の警察の公務の中に、仮に逮捕状による逮捕等の強制力を付与さ
れた権力的公務が含まれていたとしても」とか、 「本件におい 、妨害された警察の公務……は、強制力を付与された権力的なものを含めて、その全体が、本罪による保護の対象に 」とも判示しており、これらの 示が、 「強制力を行使する 」以外の公 に限っ 業務妨害罪の対象と るも 理解される判例の立場と抵触しない
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かどうか、多少検討を要するように思われる。
判例において強制力説という立場が固まっていく中で、その根拠は次のように説明されてきた。すなわち、 「強制
力説の基本的な理由付けは、 『強制力を行使する権力的公務』は、 通常それにふさわしい『打たれ強さ』を備えており、威力ないし偽計で抵抗されたとしても格別の痛痒を感じないから、あえて威力業務妨害罪によって保護するまでのこともないと う点にあ
る
）（
（
」
と。そして、この場合に問題とされる妨害排除力は、即物的・物理的な実力の行使が問題
とされるが、 それは法律上強制力を行使する権限が付与されてい ものでなければならないと一般に考えられてきた。
このような理解から、 「強制力を行使する権力的公務」は、法令上、威力 ・ 偽計による妨害を自ら排除しうる権能
（自
力執行力）
が与えられ、 また妨害排除を期待できるからこそ業務妨害罪による保護が不要となるのであり、 逆にいえば、
法令上そのような妨害排除権能が付与されていない、 または、 その権限を行使する段階、 かかる職務の執行局面 至っていない場合には、 問題の強制 を行使できず、 それゆえに、 業務妨害罪の保護を必要とするところの、 判例のいう「強制力を行使する権力的公務」ではない、という理解に至ることにな 。これが、とりわけ虚偽通報事例をめぐる議論において、判例の限定積極説・強制力説に基づ て展開されてきた理解である
）（（
（
。
もっとも、このように執行段階・局面を問題にしてきたのは、虚偽通報事例の場合だけではない。たとえば、税務
調査に出張しようとした国税調査官の乗った車を取り囲み、威力を用いてそれを妨害したという事案において、大阪高判昭和六三年九月二九日判例時報一三〇六号一三八頁は、税務調査とその前段階の出張行為を切り離して判断している。また、消防長の事務机引き出し内に猫 死骸を入れる等して消防長の職務 妨害 事案
（最決平成四年一一月
二七日刑集四六巻八号六二三頁）
に関して、その調査官解説は、 「強制力を行使する権力的公務」かどうかは、 「当該公
二四二
務員の一般的な地位、権能
（権限）
によってではなく、実際に威力等によって妨害を受けた具体的な職務の性質によっ
て判断すべき」であり、 本件消防長は「法令上消防職員を指揮監督して強制執行力を行使することも認められ」るが、ここでの公務は「そのような強制力を行使する場面ではなく、通常の事務処理、いわゆるデスクワーク」であり、強制力を行使するも ではなく、このことは最高裁昭和六二年決定の「射程内にある結論」といえると解説してお
り
）（（
（
、
本判決も言及するように、最高裁昭和六二年決定で示された考え方は 職務 執行段階な しは執行局面を問題 する論理をその中に内在しているといえよう。したがって、 「妨害された……公 中 、仮に……強制力を付与された権力的公務が含まれ いたとしても、その強制力は、……妨害行為に対して行使し得る段階にはなく、……妨害行為を排除する働きを有しない」との本判決 判示は、個別具体的な公務の妨害排除権能
（権限行使段階）
を問う現在の
判例の立場に立つもの、あるいは、そ 論理をより明確に示したものといえるように思われる。
ただ、そのように理解できるとすると、 「強制力を付与された権力的なものを含めて、その全体が、本罪による保
護の対象になる」という本判決の表現はやや誤解を招 かね いようにも思われ
る
）（（
（
。というのも、権限行使の段階・
局面を問題とする論理から れば、一般的抽象的にみれば「強制力を行使する権力的 」ともみうる場合でも、その妨害排除権限行使の具体的段階・局面に至っていなければ、その公務はなお判例のいうところの「強制力 行使する権力的公務」ではない、ということになるはずだからである。
しかし、判決の表現をより慎重にみれば、①「警察官の職務に一般的に
0000
強制力を行使するものが含まれるとしても、
……これを除外した……職務のみが本罪による保護の対象になると解する は相当で い」 と 判 していること、②「強制力を行使する権力的公 」ではなく、 「強制力を
付与された
00000
権力的公務」と表現していることから、本判決
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も、前述の趣旨で、つまり、 「一般的には」強制力を行使する権力的公務とみうるものでも、または、 「強制力を付与された」権力的公務 あっても 具体的な権限行使の段階または職務執行局面に至っていない場合には、そのいうところの「強制力を行使する権力的公務」では い、という趣旨で判示し、または、そのことをも含意していると考えられ、したがって本判決も、現在の判例の立場である 定積極説・強制力説の枠内にとどまるものであるというこができよう
）（（
（
。
四
　
さらに、 「強制力を付与された権力的なものを含めて、その全体が、本罪による保護の対象になる」という判
示には次のような意味もあると考える。
虚偽通報事例の判例において、妨害の対象として、一方で、徒労の業務を強いられたこと、他方で、その結果
（裏面）
として本来の業務遂行 妨害されたこ が指摘されているところ、これらの現実 なされ、または、本来ならばなしえた公務の中に「強制力を行使する権力的公務」以外の公務が含まれてい ば、その公務のみを取り出し、たとえば通報がなされなければ行われたであろうデスクワークを取り出し、その妨害につき業務妨害罪を問うとすれば、それは問題であろ
う
）（（
（
。公務の過度の具体化・個別化ないしは切り分けは避けるべきであると思われ
る
）（（
（
。たとえば、店舗入
口付近に「休業」 いう貼紙をし、客足を遠ざけ、その営業を妨害するような場合に個別の ・サービス提供 切り分けて考えるのはその妨害の本質・実態に即したものとはいえまい。業務妨害罪における妨害が、個々の業務 遂行の妨害行為に限らず、広く業務 経営を阻害する一切の行為を含むと うのが判
例
）（（
（
・通説であるところ、虚偽通報
事例においては、偽計・威力を用 て個別の業務
（遂行）
を直接的に阻止しようとする形態での妨害が問題なのでは
二四四
なく、虚偽の通報・虚構の犯行予告によって、表面上は「本来的な業務の遂行」をさせることにより、実は徒労の一連の業務遂行へと導くという形態で妨害が企てられており、そうであれば、ここで焦点をあてられるべきなの 、通報の受付け、伝達・指示、警戒活動といった個々の一部の業務ではなく、通報・犯行予告に対す そ ら一連の警察の対応業務全体であり、 その全体につき妨害に対するその要保護性が考えられるべきであろう。そのようにみた場合、通報に する一連の警察の対応業務は、後述の「い ずら」といえる程度のものであればともかく、虚偽通報の内容、頻度、背景事情等にもよるが、とりわけ偽計による妨害の排除を「期待できる」業務 それを「織り込み済み」と評価できる業務とはいえず
）（（
（
、判例のいう「強制力を行使する権力的公務」ではない場合もあるといえよう。
「その全体が、本罪による保護の対象になる」との本判決の判示も、このような意味で理解できるように思われ、したがって、この部分 判示は、過度に業務を切り分ける考え方に一定の歯止めをかける考え方を含んでいるものとして注目すべき あ と考える。五
　
本件行為は警察の業務を 「妨害した」 といえるか。これに関して、 判決は 「安易に 『徒労』 性を強調している」 。 「犯
罪等の通報があった場合にその真偽を捜査し、あるいはそれを未然に防止する対応をすることは、警察の『本来 業務』である。そのことは、たとえ虚偽 通報に基づく捜査等であっても変わらな はずであ
る
）（（
（
」
との批判的な見方も
ある。この批判の適否を考える上で、刑法上の業務妨害罪と軽犯罪法一条三一号の業務妨害罪との関係も考慮する必要が と思われ
軽犯罪法一条三一号が、 「他人の業務に対して悪戯などでこれを妨害した者」は拘留・科料に処すると規定し、刑
二四五
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法上の業務妨害罪・公務執行妨害罪を補充する趣旨の規定を設けていることから、それと刑法上の業務妨害罪との区別が問題となるところ、前者の罪は「悪戯など」を手段とし、後者の罪は「虚偽の風説の流布」 、 「偽計」 、 「威力」を手段とし、いずれも「人の業務を妨害した」ことを成立要件 ており、条文上は、妨害手段により区別されるべきことになろう。そこで、各手段の意義をみてみると、 「悪戯」とは、 「一時的なたわむれで、それほど悪意のないもの」をい
い
）（（
（
、また、 「など」とは、他人の業務の妨害となりうる行為で、刑法上の業務妨害罪・公務執行妨害罪には
あたらない行為の一切を含むとされ、別 表現では、 もっぱら、いたずらに類するささ な方法 違法性を有するも
の
）（（
（
」、 「偽計または威力の程度に達しない、違法性の低いものに限られ
る
）（（
（
」
等と説明されている。一方で、刑法上の
業務妨害罪の手段である「偽計」につき 人を欺罔し、または人の不知、錯誤を利用することと定義するのが多数説であるが、 「悪戯など」 「偽計」と う行為態様による区別 必ずしも容易ではなく、両罪は、動機・意図といった行為者の主観面、行為の具体的態様、客観的状況、予想される業務妨害 程度等の行為の客観面、また、各規定法定刑の重さも考慮した上で、社会通念に照らして行為の違法性ないし 悪質さの程度により判断 ほかないであろう。本判決が両者の違いを違法性の程度 違いに求めているのも同様の認識に基づくものといえよう。
かかる区別の観点も念頭に置きつつ、これまでの虚偽通報事例における重要な要因をみてみると、積極判例では、
七回にわたる虚偽の火災通報・救急通報
（前述
二（ア）判決）
、七九回にわたる虚偽の一一〇番通報
（前述
二（イ）判決）
といった多数回の 通報、犯行 約二週間前に九州南西海域で不審船が海上保安庁 巡視船に対して攻撃を加えた事件を背景事情としての虚偽通報
（前述
二（ウ）判決）
、インターネット掲示板への繁華街での無差別殺人実行の書き
込みという重大な犯行の予告
（前述
二（オ）判決）
等、行為の違法性の程度を重くする事情が重要であると思われる。
二四六
それに対して、軽犯罪法一条三一号違反の罪の成立にとどめた旭川簡判昭和五〇年七月二日刑月七巻七＝八号七九五頁は、非常の際に警察官に通報できるように地下歩道に設置されていた非常ベルを押して、ただちに警察官を地下歩道に臨場させ、その業務を妨害したというものであり、この事案では、一回だけの行為であり かつ、酩酊の上の犯行であったという事情が重要であろう。本件の場合、無差別殺人という重大犯罪の予告であり、かつ、犯行当時 背景事情として、 約四か月前に、 犯行予告されたＪＲ土浦駅の隣駅 ＪＲ荒川沖駅構内等での殺傷事件の発生
（二名殺害 ・
七名傷害）
、さらに、約一か月半前の秋葉原無差別殺傷事件の発生
（七名殺害・一〇名傷害）
という背景事情があり、 「悪
戯など」の域を超え いると評価することができよう。
確かに、 「捜査活動は、虚実を取り混ぜ種々の情報がもたらされる中において、信用できる情報を取捨選択してい
く活動であり、通常、捜査機関に対して虚偽の情報提供を行ったからといって、捜査機関が直ちにこの情報を信用できるものとして活動することは考えがたく」 警察 「常に直ちに阻害するとまでは一般的には言い難
い
）（（
（
」
とい
う指摘は重要であろう。さらに、軽犯罪法一条三一号との補充関係
（なお、また、軽犯罪法一条一六号）
も考慮し、慎重
な判断を要するということも確かである。しかし、虚偽通報事例の場合、前述
四
で論じたように、そもそもその偽計
に気づかせずに表面上は「本来の」ないしは「通常の」
（しかし、実際は徒労の）
業務を遂行させるという妨害形態な
のであり、 例は前述のように行為 違法性・悪質性の程度を考慮し、慎重に判断 ている 考えられ、安易 徒労性を認定しているとの批判はあたらないように思われ
る
）（（
（
。虚偽通報の内容・回数や背景事情等を捨象し、 「虚偽通報」
ということだけに単純化して、 「妨害 た」 有無を評価するとすれば、それは適切ではなかろう。本判決が、本件行為を二三三条の「妨害した」 あたるとし、軽犯罪 一条三一号違反の罪ではなく 偽計業務妨害罪の成立を認め
二四七
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たのは妥当であったといえ
）（（
） （（（
（
よう。
（
（）本件の評釈として、稲垣悠一「判例批評」専修法学論集一一三号一六七頁以下（二〇一一年） 、田山聡美「判例批評」刑事法ジャーナル二〇号七三頁以下（二〇一〇年） 、本田稔「判例批評」法学セミナー六六四号一三五頁（二〇一〇年） 、山﨑耕史「判例批評」警察学論集六三巻九号一五〇頁以下（二〇一〇年） 。また、生田勝義「警察への虚構犯罪通報は偽計業務妨害か？」 立命館法学三三七 一頁以下 （二〇一一年） 、 奥村正雄 「権力的公務と偽計業務妨害罪」 研修七五五号三頁以下 （二〇一一年） 、前田雅英「警察官の職務と公務・業務」警察学論集六四巻六号一四五頁以下（二〇一一年） 。
（
（）参照、原口伸夫「判例批評」判例評論四七三号六三頁以下（一九九八年） 。
（
（）その後、最決平成一二年二月一七日刑集五 巻二 三八 、最決平成一四 九月三〇日刑集五六巻七号三九五頁もこの立場を踏襲している。
（
（）参照、大判明治四二年一 月一九日刑録一五輯一六四一頁、最判昭和五三年六月二 日刑集三二巻四号八一六頁など。
（
（）学説において近時限定積極説を主張するのは、斎藤信治『刑法各論（第四版） 』八六頁（有斐閣、二〇一四年） 、佐伯仁志「業務妨害罪」法学教室三六三号八五頁以下（二〇一〇年） 、 高橋則夫『刑法各論』一八三頁以下（成文堂、 二〇一一年）など。後述の注 （
（0） も参照。
（
（）控訴審（大阪高判平成二一年一〇月二二日判例タイムズ 三二七号二七九頁）においては、もっぱら傷害の訴因につき正当防衛の成否が争われ、正当防衛が認められた（確定） 。
（
（）山口厚『刑法各論（第二版） 』一六一頁（有斐閣、 〇一〇年） 。また、 佐久間修ほか『刑法基本講義──総論 ・ 各論（第二版） 』三三六頁以下〔上嶌一高〕 （有斐閣、二〇一三年） 、鎮目征樹「判例批評」刑事法ジャーナル六号七 頁（二〇〇七年） 西典之『刑法各論（第六版） 』一二八頁（弘文堂、二〇一二年）など
（
（）田山・前掲注 （
（） 七六頁、七六頁注一〇。また、本判決は、刑法二三三条後段、二三四条の罪をまとめて「本罪」として
扱っている。
（
（）永井敏雄「判例解説」 『最高裁判所判例解説刑事篇（昭和 年度） 』七五頁（法曹会 一九九〇年） 。
二四八
（
（0）このような妨害排除権限行使の段階・局面を問題とする理解を支持するのは、池田修・金山薫編『新実例刑法各論』四五六頁〔小倉哲浩〕 （青林書院、二〇一一年） 、伊藤渉「公務に対する業務妨害」西田典之ほか編『刑法判例百選Ⅱ各論（第六版） 』四七頁（有斐閣、二〇〇八年） 、大鶴基成「判例批評」研修六四九号二九頁以下
 （二〇〇二年） 、奥村・前掲注
（
（） 一一頁、前田雅英『刑法各論講義（第五版） 』二一〇頁以下（東京大学出版会、二〇一一年） 、同・前掲注 （
（） 一五三
頁、山﨑・前掲注 （
（） 一五六頁以下など。また、伊藤渉ほか『アクチュアル刑法各論』一四三頁〔島田聡一郎〕 （弘文堂、
二〇〇七年）も参照。
（
（（）井上弘通「判例解説」 『最高裁判所判例解説刑事篇（平成四年度） 』一七三頁以下（法曹会 一 九四年） 。この決定については、只木誠「判例批評」法学教室一五一号一二〇頁以下（一九九三年）も参照。
（
（（）参照、佐伯・前掲注
（） 八五頁。
（
（（）只木誠編著『刑法演習ノート』一三五頁〔安廣文夫〕 （弘文堂、二〇一三年 、中森喜彦「公務に対する業務妨害罪の成立」『三井誠先生古稀祝賀論文集』四三七頁以下、 四四四頁（有斐閣、 二〇一二 ）も参照。これに対して、 浅田和茂 ・ 井田良基本法コンメンタール刑法』五一三頁〔森永真綱〕 （日本評論社、二〇一二年）は、判例が修正積極説を採用しているとするが、本文で述べたようにそのような理解は疑問である。
（
（（）この点につき、参照、鎮目・前掲注
（） 七二頁以下。また、斎藤・前掲注 （
（） 八七頁、只木編著・前掲注 （
（（） 一三三頁
〔安廣〕も参照。
（
（（）前掲注 （
（）最決平成一四年九月三〇日も一定範囲の一連の公務を妨害の対象としている。参照、 朝山芳史「判例解説」 『最
高裁判所判例解説刑事篇（平成一四年度） 』一六三頁以下（ 曹会、二〇〇五年） 。この決定の他の点も含め有益なのは、鈴木彰雄「判例批評」判例評論五四二号四二頁以下（二〇〇四年）
（
（（）大判昭和八年四月一二日刑集一二巻四一三頁。また、川端博ほか編『裁判例コンメンタール 法（第三巻） 』一〇五頁〔原田國男〕 （立花書房、二〇〇六年）も参照。
（
（（）この限りで、強制力は偽計に対しては無力であるとの批判は説得的な面もある。しかし、修正積極説に関しては、保護法益の同じ業務妨害罪の 業務」の範囲を妨害手段の違いから異なって解釈するのは技巧的といえ、偽計と威力の区別が（判例を前提とすれば）微妙な場合もあり、妨害手段の違いによる「業務」の範囲の区分けは説得的ではなく、また、偽計に対
二四九
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して「打たれ弱い」とはいえない場合も考えられ、さらに、たとえば、逮捕執行中の警察官に対する偽計による妨害の場合まで業務妨害罪に問うのは、刑法の謙抑性の観点、とくに公務執行妨害罪（の少なくとも典型的な場合）における政治的自由への配慮も考慮すればやや行き過ぎではないかと思わ る。現行法の解釈としては、判例 立場を支持しえよう。なお、本判決の後の改正であるが、平成二三年の刑法等の一部改正（平成二三年法律第七四号）によって、強制力を行使する（自力執行力ないし妨害排除力を具備する）権力的公務である執行官による強制 行為を「偽計」 、 「威力」 より妨害行為が改正九六条の三により処罰の対象とされた。この平成二三年改正は、かかる 行為がこの改正前の二三三条後段・二三四条により処罰されないということを前提とするもの り（参照 今井猛嘉「特集・情報処理の高度化等に対処ための刑法等の改正──実体法の視点から」ジュリスト一四三一号七五頁［二〇一一年］ 、鎮目征樹「強制執行妨害関係の罰則整備について」刑事法ジャーナル三〇号二一頁注五八［二〇一一年］ ） また、この平成二三年改正により、かかる妨害行為が（改正九六条の三の対象であり）二 三条・二三四条により処罰され ものではないということが一層明確 な たといえよう。
（
（（）稲垣・前掲注 （
（） 一七七頁。また、浅田・井田編・前掲注 （
（（） 五一三頁〔森永〕 、生田・前掲注 （
（） 九頁以下、成瀬幸典
ほか編『判例プラクティス Ⅱ各論』一三二頁〔野澤充〕 （信山社、二〇一二年） 、林幹人『刑法各論（第二版） 』一二九頁注六（東京大学出版会、 〇〇七年） 、松宮孝明編『ハイブリッド刑法各論（第二版） 』一〇八頁〔野澤充〕 （法律文化社、二〇一二年） 。
（
（（）伊藤榮樹ほか編『注釈特別刑法（第二巻） 』一四五頁〔伊藤榮樹〕 （立花書房、 一九八二年） 、 平野龍一ほか編「軽犯罪法」 『注解特別刑法第七巻 第二版） 』一四四頁〔稲田輝明＝木谷明〕 （青林書院 一九 八 ）など。
（
（0）伊藤ほか編・前掲注
（（） 一四五頁〔伊藤〕 。
（
（（）平野ほか編・前掲注 （
（（） 一四四頁〔稲田＝木谷〕 。ただし、軽犯罪法一条三一号の「業務」には「強制力を行使する権力
的公務」も含めてすべての公務が含まれると解釈されており、そのことから、 害の対象が「強制力を行使する権力的公務」である場合、処罰の間隙が生じな ように、妨害手段が暴行・脅迫に至 限り、偽計・威力を用いた 含まれると解されている（伊藤ほか編・前掲注 （
（（） 一四五頁〔伊藤〕 、大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法（第二版）第一二巻』
一三一頁〔佐々木正輝〕 ［青林書院、二〇〇三年］ 平野ほか編・前掲注 （
（（） 一四四頁以下〔稲田＝木谷〕 ） 。
二五〇
（
（（）内藤惣一郎「判例批評」警察公論六〇巻一号八二頁以下（二〇〇五年） 。
（
（（）したがって、前掲旭川簡判昭和五〇年七月二日の事例につき、 「現在であれば、偽計業務妨害罪に問われる可能性が高いと思われる」 （佐伯・前掲注 （
（） 八八頁注三一）との評価は疑問が残る。なお、伊藤榮樹・勝丸充啓『軽犯罪法（新装第二版） 』
二一三頁、二一四頁注六、川端ほか編・前掲注 （
（（） 一〇六頁〔原田〕も参照。
（
（（）本件犯行予告が「威力」にあたりえないのかという問題も指摘されている（田山・前掲注 （
（） 七七頁以下） 。確かに、 「食
品会社に対する毒物混入通告電話、駅・デパート等に対する爆破予告電話は、それが虚偽であっても、 『偽計』ではなく『威力』による業務妨害と解するべきであろう」 （大塚ほか編・前掲注 （
（（） 一〇〇頁〔坪内利彦＝松本裕〕 。また、同書一三〇頁
〔佐々木〕 。なお、脅迫罪との関係で、西田・前掲注 （
（） 六八頁） 。たとえば、東京高判平成二〇年五月一九日東高刑時報五九
巻四〇頁は、インターネット掲示板に、文化センターで開催予定の講座会場に灯油をまき、火をつけ、会場を血の海にするなどと書き込んだ行為 つき、講座講師に対する脅迫罪、講座主催者に対する威力業務妨害罪の成立を認めている。しかし、爆破予告の場合とは異なり、本件の場合、とくに警察に対する関係では、その自由意思を制圧するに足る勢力の使用とはいえず、 「偽計」と解することがで よう。なお、たとえば、警察に対する業務妨害罪が成立すれば 鉄道会社に対する業務妨害罪が成立しない、 はならないであろうから、本件犯行予告に関して後者の成否の問題は残ろう。この点 つき、田山・前掲注 （
（） 七八頁参照。
また、業務妨害罪は「虚偽の申告」それ自体を処罰するものではなく、 「偽計」は、相手方に対してであれ、第三者に対
してであれ、その手段を用 て結果として業務を すればよいと解されているから、インターネット上の犯行予告という方法が、警察に対する偽計 認める上での障害 はならない もちろん、行為と結果の間の因果関係、故 は厳密に認定されなければならない。
（
（（）これに対して、中森・前掲注 （
（（） 四四三頁は、 「警察や消防は生活の安全の基本に関わるから、犯罪や事故等の虚偽通報に
は厳しい対処がなされてよい」としつつも、 「問題は、一般的な業務妨害罪の規定を適用す ことによってこの種の事案に対処することの適否である」として、本判決も含めた業務妨害罪 関 実務の流れに批判的であ 。
（駒澤大学法学部教授）
